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はじめに

昨年（2023年）６月に宇宙安全保障構想１）が、
わが国として初めて宇宙戦略本部２）で決定され
公表された。宇宙安全保障構想は、今後概ね10
年間のわが国の宇宙安全保障に係る具体的な目
標とアプローチを初めて明らかにしたという点
で画期的なものといえる。この宇宙安全保障構
想は、一昨年（2022年）12月に閣議決定された
国家安全保障戦略３）の指示によって策定された。
本稿では、国家安全保障戦略で示された、「防

衛力の抜本的強化と総合的な安全保障体制の強
化」の視点を含めて、宇宙安全保障構想の実現
のための課題や解決の方向性等について述べる。

宇宙安全保障構想の位置づけ、
目指す目標、目標達成の
アプローチ
図１に、いわゆる安全保障戦略３文書４）なら

びに宇宙基本計画との宇宙安全保障構想の位置
づけを示す。冒頭で述べた通り、宇宙安全保障
構想は、一昨年12月の国家安全保障戦略で示さ
れた宇宙の安全保障分野での対応力の強化の必
要性の認識の下、同戦略の指示を受けて策定さ
れたものである。
宇宙安全保障構想では、宇宙安全保障の目標

として、「我が国が、宇宙空間を通じて国の平
和と繁栄、国民の安全を増進しつつ、同盟国・

同志国等とともに、宇宙空間の安定的利用と宇
宙空間への自由なアクセスを維持すること」と
し、以下の三つのアプローチによって、目標の
達成を図るとしている。
① 宇宙からの安全保障（安全保障のための
宇宙システム利用の抜本的拡大）として、
広域・高頻度・高精度な情報収集機能の強
化、ミサイル防衛能力と宇宙からの広域・
高頻度・高精度な情報収集能力の獲得、衛
星情報通信の耐妨害性や耐傍受性の向上、
ならびに衛星測位機能の抗たん性の強化
② 宇宙における安全保障（宇宙空間の安定
的な利用の確保）として、宇宙領域把握
（SDA：Space Domain Awareness）の強化
③ 安全保障と宇宙産業の発展の好循環の実
現
第１のアプローチ（宇宙からの安全保障の確
保）と第２のアプローチ（宇宙における安全保
障の確保）は、われわれがまさに直面している
脅威に対抗していく上でわが国が具備すべき宇
宙の機能が具体的に示されている。また宇宙安
全保障構想では、それらの二つのアプローチの
将来的姿の概念図として「安全保障のための宇
宙アーキテクチャ５）（以下、宇宙アーキテク
チャと呼ぶ）」として示されており、その引用
を図２に示す。
第３のアプローチ（安全保障と宇宙産業発展
の好循環の実現）の必要性は、われわれの生活
が宇宙に大きく依存していること、宇宙技術の

宇宙安全保障構想の実現に向けて
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汎用性、近年民間の宇宙技術の革新が急速に進
んでいること等を背景に「宇宙に係る力強い防
衛力は力強い国内宇宙産業と活力あるイノベー
ション基盤によって支えられるとともに、宇宙
技術の安全保障分野への活用が国内宇宙産業の

発展を促し、宇宙産業の基盤強化は技術的・商
業的イノベーションへと還元される」との認識
によるものである。ここで示された安全保障と
産業の関係に関する認識は、先に「防衛生産・
技術基盤はいわば防衛力そのもの」とした国家

図２　安全保障のための宇宙アーキテクチャ
〔出典：宇宙安全保障構想（2023年６月宇宙戦略本部決定）〕

図１　宇宙安全保障構想の位置づけ
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安全保障戦略ならびに国家防衛戦略６）の認識に
比べ、宇宙産業・技術基盤のデュアルユース性
を捉えた観点で一層踏み込んだものとなってい
る。図３に、安全保障と宇宙産業の発展、強化
に係る好循環の関係を、筆者の理解に基づいて
模式的に示す。
以上、宇宙安全保障構想の位置づけと目指す

目標等を整理すれば、わが国が直面している戦
後最も厳しい安全保障環境下において、優先し
て行うべきことは次の２点に集約されるといえ
るのではないだろうか。
ア わが国の総合的な防衛体制と防衛力の抜
本的な強化を念頭に、宇宙安全保障構想に
示された「宇宙アーキテクチャ」を政府主
導の下、民間、アカデミアが参画して早急
に構築すること

イ その際、防衛力の強化と宇宙産業の発展
の好循環を促し、安全保障と経済の両面に
裨益する（役立つ）国際的競争力を持った
持続的な宇宙産業基盤を確立するための、
政府、民間、アカデミアのエコシステムを

構築すること

防衛力の抜本的強化と宇宙アー
キテクチャ構築に係る課題
宇宙アーキテクチャでは必要とする機能とし
て、衛星測位（PNT）７）、情報収集、情報通信、
ミサイル防衛、宇宙領域把握等および宇宙輸送
の六つの機能をあげている。合わせていずれの
機能についても、
ア 同盟国や同志国等を含む衛星の相互運用
性（データ互換性）とサイバーセキュリ
ティ（情報保全）

イ 脅威に対する抗たん性
ウ 民間サービスの活用による経済性

を備えるべき要件としている。
いわゆる戦略３文書において、今後のわが国
の安全保障のために必要な防衛力の抜本的強化
に当たって重視すべきとされた７分野８）の能力
や機能うち、特に宇宙の利活用が直接的に最も
必要とされる分野は、図４に示した「統合防空
ミサイル防衛能力」「スタンドオフ防衛能力お
よびその能力を活用した反撃能力」「領域横断
作戦能力、SSA９）/SDA10）およびその対処能力」
の４分野である。すなわち、宇宙安全保障構想
に示された宇宙アーキテクチャの構築は、これ
ら四つの防衛能力の迅速な獲得を最優先課題と
して進めていく必要がある。
図５の左側のブルーの欄に宇宙安全保障構想
で示された宇宙アーキテクチャを構成する各機
能とそれら各機能の構築に当たっての選択肢を
示す。また右側のオレンジの欄に、先の４分野
（統合防空ミサイル防衛、スタンドオフ防衛、
領域横断作戦、SSA/SDAと対処）が必要とす
る宇宙アーキテクチャの機能を示す。
GPS 衛星や順天頂衛星が供給する PNT機能
は、グローバルないしは広域に分散置する各種
防衛アセットの JADC211）を成立させるために
基盤となるものである。JADC2に参画するア
セットが仮に共通の PNT基準を持つことがで
きなければ、異種センサ間の情報統合・融合や

図３ 　安全保障（防衛力の強化）と宇宙産業
の発展の好循環
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　　　注）PNT：Position, Navigation, and Timing

図５　防衛力強化の４分野と宇宙アーキテクチャ機能と各機能構築の選択枝レ点は必要とする機能を示す
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図４　宇宙の利活用による防衛力の強化が早急に必要な分野
（出典：令和６年度防衛省概算要求資料、令和６年度防衛省宇宙関連概算要求説明資料）
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各種情報のハンドオーバー等が不可能となり、
JADC2は成立し得ない。
統合防空ミサイル防衛およびスタンドオフ防

衛能力（反撃能力）の JADC2では、対処ミサ
イルの発射前において、各種衛星で収集した見
通し以遠（反撃能力では相手の領域内）の目標
情報（ターゲッティング情報）を、通信（電波
/光）衛星により迅速に地上の指揮統制機能へ
伝達することが必要である。またミサイル発射
後も、目標更新情報を継続的に収集し迅速に指
揮統制機能に伝達した上、生成した中期誘導情
報を継続的に飛翔中のミサイルに伝達する必要
がある。最初のミサイルの対処後は、その効果
についての情報を衛星により再度収集し次の対
処を決定する必要がある。
このように、図５に示した統合防空ミサイル

防衛やスタンドオフ防衛能力のF2T2EA12）を
実現するためには、衛星を用いた高頻度・高分
解能の情報収集ならびに低遅延・大容量の衛星
情報通信が必須となる。その上で更に統合防空
ミサイル防衛では、近年、超音速（マッハ５以
上）で変則軌道をとるHGV13）等の新たな脅威
への対処が課題となっている。そのためには、
高速のHGVの探知・追尾専用のミサイル防衛
宇宙システム（赤外線衛星コンステレーショ
ン）が必要であると米国が提唱しており、防衛
省も検討を進めている14）。
以上のような宇宙アーキテクチャが具備する

とされる、PNT、情報収集、情報通信等の宇
宙機能の重要性や必要性は、陸海空、宇宙、サ
イバー、電磁波領域をまたいで、様々なアセッ
トと人員が連携する領域横断作戦においても同
様であると考える。
安全保障構想では、宇宙アーキテクチャの各

機能の獲得のための選択肢について、
ア 「わが国が保有または保有を計画」
イ 「同盟国が保有」
ウ 「民間が保有」
エ 「保有形態、将来の保有の有無が未定」

の四つに分類している。

今回の宇宙アーキテクチャの構築の選択肢の
判断で注目すべきことは、これまでの国家主導
の宇宙開発に加え、安全保障分野においても民
間での宇宙開発や民間宇宙サービスの利用・調
達が、米国を中心に世界的に活発化しているこ
とから、わが国においても民間の地球観測衛
星、通信衛星、SSA/SDA等のサービスを最大
限活用しようとする点である。
更にもう一つ特筆すべきは、小型・低価格な
衛星コンステレーションによる、高頻度情報収
集や、低遅延、大容量衛星通信の実現である。
この際、特に超低遅延・大容量衛星通信網とし
て、わが国でも取組が進み始めている民間光通
信衛星コンステレーションサービス15）に大きく
期待を寄せていることが窺われる。
宇宙アーキテクチャの構築における国内外の
民間衛星サービスの活用は、世界的な宇宙安全
保障分野での趨勢でもあり、整備コストの削減
や研究開発資源投資の集約、安全保障と民間宇
宙産業の発展の好循環の加速といった面で望ま
しいことは言うまでもない。
一方で、宇宙アーキテクチャは、あくまで国
家の安全保障を目的とするものであり、民間衛
星サービスの利用や、民間衛星との共用化に当
たっては、達成される性能や提供されるサービ
スが果たして宇宙安全保障の目的に十分に叶う
ものなのか、将来の発展性があるのか、またセ
キュリティならびにサイバー攻撃や電磁波妨害
等の各種妨害行為に対して十分な抗たん性を有
するのか等についても十分な検討を行うことが
必須である。場合によっては、政府の資金を投
じて政府専用機能の付加16）なども検討していく
必要があると考える。
宇宙アーキテクチャにおいて政府主導の事業
とされた主なものついて宇宙基本計画の工程表
を見ると、準天頂衛星の７機体制への拡充と11
機体制に向けた検討・開発、準天頂衛星への米
国 SDA衛星の相乗り搭載、情報収集衛星の10
機体制への拡充、防衛省による SDA衛星の
2026年度の打ち上げなどの計画があげられてい
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る。これらの計画が、統合防空ミサイル防衛等
の４分野に係る防衛力の強化に対して、どのよ
うにつながっていくのか、現状の宇宙基本計画
の工程表と防衛力整備計画見ただけでは明確に
理解するのが難しいように感じる。米国の
PWSA17）計画のように、防衛力整備計画ならび
に宇宙基本計画工程表と整合がとれた形での宇
宙アーキテクチャに特化した工程表の公表によ
る可視化は、防衛力整備を効率的に進めるだけ
ではなく、様々な民間企業等の予見可能性を高
める上でも必要ではないかと感じる。
米国（同盟国）との関係では、引き続き

GPS や早期警戒衛星情報の利用、米国軍事衛
星（PATS）18）とのインターオペラビリティ確
保等の選択肢があげられている。また米国が整
備を進めるとするミサイル防衛用宇宙システム
については、わが国として保有の形態や保有の
有無はまだ決まっていないが、米国との協力は
有望な選択肢である。安全保障に係る宇宙ア
セット整備で米国に大きく遅れているわが国

は、日米安全保障体制の下、こういった米国と
の協力は不可欠であることは言うまでもない。
他方、宇宙での日米安全保障体制の一層の強化
の観点も踏まえつつ、わが国の宇宙アーキテク
チャの効果手的な構築と宇宙産業・技術基盤の
発展に資する形で戦略的に進めていくことが重
要であると考える。

わが国の宇宙産業の発展と宇宙
アーキテクチャ構築に係る課題
図６に、宇宙安全保障構想ならびに宇宙アー
キテクチャを実現するための担い手である組織
と、各組織の目的や特質を整理した。かつては、
政府ならびに政府主導プロジェクトの受注者で
ある従来の宇宙産業（オールドスペース）19）が
宇宙開発の主な担い手であった。他方、現在で
は世界的趨勢と同様に、わが国においても数々
のベンチャーやスタートアップ企業（ニュース
スペース）20）が、民間分野での宇宙開発利用を
中心に名乗りを上げている。またアカデミアに

図６　宇宙安全保障構想の実現に関わる組織の目的と特質

l

l

l

l

l

l l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

l

防衛技術ジャーナル 2024年2月号 © 一般財団法人防衛技術協会



26

おいても様々な宇宙開発研究が進んでいる21）。
一方、これらの組織の現状を宇宙安全保障の

目で俯瞰してみると、残念ながらわが国では、
以上のような宇宙利用開発に関わる重要な組織
の総合力が必ずしも結集されている状況になっ
ていないと感じる。わが国においても、政府、
民間企業（オールドスペースおよびニュース
ペース）、アカデミアが一丸となって参画する
宇宙安全保障（宇宙アーキテクチャ構築）に資
するエコシステムの確立が強く望まれる。ここ
で言うエコシステムの確立とは、宇宙安全保障
構想が目指す安全保障と宇宙産業・技術基盤の
好循環の実現とまさに同義であり、関係府省の
縦割りを排した政府の強いリーダシップを持っ
た政策の下で実現されるものであると考える。
各組織の現状の特質や課題については、図６

にまとめたのでここで全てを列挙することは避
けるが、主な論点について言及したい。
わが国では、「我が国の宇宙の開発及び利用

に関する衆議院決議（昭和44年）22）（いわゆる宇
宙の平和利用の原則）」により、防衛省・自衛
隊による宇宙の利用ならびに研究開発は、平成
20年の宇宙基本法22）の成立までの長年にわた
り、禁止または大きく制限されてきた。更に残
念なことに宇宙基本法の成立後も、防衛省・自
衛隊による宇宙利用や研究開発については大き
な進展が見られず、近年ようやく宇宙における
安全保障分野での対応力の強化の必要性に鑑み
て、大きく進みだしたところである。そのため、
防衛省・自衛隊の宇宙に関する知見や人材は極
めて不足していると言わざるを得ず、関係府省
ならびに JAXA等と連携して、知見の向上や
人材の育成に一層努めることが望まれる。
戦後これまでわが国の政府主導の宇宙開発を

中心となって担ってきたいわゆるオールドス
ペースは、様々な国のプロジェクトを通じて着
実に高い宇宙技術を蓄積してきた。他方、残念
ながら、現在においても国際的な宇宙市場にお
いて自律的な市場を堅実に獲得しその一翼を担
う段階には至っているとは言えない。今後も、

政府による研究開発プロジェクトやアンカーテ
ナシー23）の強化等によってその力を蓄えていく
必要がある。
また、これまでの政府主導開発においては、
衛星やロケット開発を単発的にその都度繰り返
す傾向が強く、出口戦略を明確にした技術力獲
得や中長期的な基盤技術強化の視点が欠けてい
たと考える。そのために、研究開発プロジェク
トにおけるフロントローディング24）に対する資
源投資がわが国では不足していたといえる。プ
ロジェクトでのフロントローディングの不足
は、プロジェクト途中での技術リスクの顕在化
に起因するプロジェクトの延期や中断を余儀な
くされるなどの蓋然性が高まり、宇宙開発の技
術的停滞を引き起こす危険性が大きい。その結
果として生じるコスト超過の負担についても宇
宙産業発展にとっての大きな懸念材料となる。
先に述べたように、わが国においてもベン
チャーやスタートアップ企業が（ニュースペー
ス）が宇宙開発、宇宙利用サービスの提供等に
本格的に乗り出している。宇宙アーキテクチャ
の構築においても信頼されるサプライチェーン
としてのニュースペースの今後の活躍が期待さ
れている。他方、このようなニュースペースは
大企業に比べ一般に財務体質が弱く、オールド
スペース以上に研究開発への直接的支援やアン
カーテナシーの強化、ベンチャーキャピタルの
促進ならびに PFI25）の活用等による政府の一層
の支援が必要である。またニュースペースは、
これまで安全保障に係る政府調達に経験が乏し
いことから、契約上必要されるセキュリティ体
制の構築支援26）や、財務体質が相対的にぜい弱
なニュースペースに適した政府調達の新たな手
法などの検討も課題としてあげられる。米国に
おいては、画期的な技術を有する企業や、政府
機関の研究開発調達に参加経験のない企業（非
伝統的契約者）等に対し公共調達への新規参入
を促し、イノベーティブな技術的ソリューショ
ンを獲得すること目的に、これに適した
OTA27）による契約がDoD（国防総省）を中心

防衛技術ジャーナル 2024年2月号 © 一般財団法人防衛技術協会



27

防衛技術ジャーナル　February 2024

に導入されている。
様々な技術革新が急速に進む現在において

は、宇宙アーキクチャの構築においても革新的
技術を積極的に取組んでいくことが極めて重要
である。なぜならば、宇宙においても技術的に
優れた能力を保持しその能力を示すこと自体
が、わが国の抑止力向上の決定的な要因となる
からである。この観点から新興革新技術の研究
開発を担うアカデミアの参画が欠かせないこと
は自明である。
他方、宇宙は、真空環境での極めて大きな温

度変化や熱交換の難しさ、宇宙線等の厳しい環
境条件、不具合対処ならびに修理・補給等が地
上に比べ容易でないなどの理由から、宇宙環境
の性能が十分に実証された技術しか適用でき
ず、地上に比べて技術革新の進歩は本質的に緩
やかにならざるを得ない。今日、先進センサ、
光通信を用いた IoT28）、エッジコンピューティ
ング等による地上での技術革新は極めて早く進
んでおり、様々な社会変革や安全保障上のメ
リットの原動力となっている。今後は、宇宙
アーキテクチャ構築にあたってもこのような最
先端の技術を、地上と同様にどれだけ迅速に取
込んでいけるかが一つの焦点になると考えられ
る。このような観点から、個々の要素技術の研
究開発だけではなく、宇宙環境での動作や信頼
性の確保に係る効率的かつ効果的な手法や手段
などの開発についての実証的研究も極めて重要
であると考える。
宇宙アーキテクチャ構築に係るアカデミア参

画に関して、アカデミア界からの防衛、安全保

障研究に対する拒否感が未だに根強いことは、
わが国特有の課題である。宇宙安全保障構想に
謳われている「宇宙技術の安全保障分野への活
用が国内宇宙産業の発展を促し、宇宙産業の基
盤強化は技術的・商業的イノベーションへと還
元される」との認識の下、アカデミア界の理解
の促進を図って行いく必要がある。

おわりに

宇宙安全保障構想は文字通りその構想が示さ
れたばかりであり、今後はその実現をいかに迅
速に図っていけるかが、喫緊のわが国の安全保
障の確保ならびに宇宙産業の発展の観点から極
めて重要である。また宇宙安全保障構想が示し
た宇宙アーキテクチャの実現は、統合防空ミサ
イル防衛、スタンドオフ防衛能力、領域作戦能
力、SSA/SDA能力の４分野についての防衛力
の抜本的強化実現のために決定的に重要である
ことは本稿で述べた通りである。
今後の宇宙安全保障構想の迅速な実現には、
本稿で述べた様々な課題に加え、わが国宇宙産
業界やアカデミアの置かれた現状や実現に係る
期間、更には予算等の現実的制約についても無
視できないものであり、決して容易なことでは
ないことは事実である。今後とも政府が中心と
なり、民間、アカデミアとともに総合力を結集
して、課題の解決に向けて、戦略的かつ迅速に
必要な取組を進めていくことがより一層重要で
あると考える。
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